
決 算 公 告 

（第 51 期） 

自 2022 年 7 月 21 日 

至 2023 年 7 月 20 日 

ウチダエスコ株式会社 



貸 借 対 照 表 

（2023年７月20日現在） 
（単位：千円) 

 
資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

電 子 記 録 債 権 

売 掛 金 

契 約 資 産 

リ ー ス 投 資 資 産 

商 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 渡 金 

前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

破 産 更 生 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

出 資 金 

敷 金 及 び 保 証 金 

貸 倒 引 当 金 
  

 
9,128,755 

3,475,146 

14,969 

2,487,566 

2,254,229 

171,739 

135,418 

175,035 

129,083 

5,267 

217,739 

40,782 

21,778 

△2 

2,021,927 

886,209 

329,117 

58,478 

435,282 

63,331 

106,922 

104,393 

2,529 

1,028,795 

210,221 

70,500 

465 

1,941 

538,070 

120 

207,942 

△465 
  

流 動 負 債 6,821,706 

買 掛 金 1,656,353 

短 期 借 入 金 260,000 

リ ー ス 債 務 82,794 

未 払 金 446,313 

未 払 費 用 465,438 

未 払 法 人 税 等 388,881 

未 払 消 費 税 等 115,032 

前 受 金 2,801,513 

預 り 金 98,524 

賞 与 引 当 金 506,849 

そ の 他 4 

固 定 負 債 1,242,224 

退 職 給 付 引 当 金 1,126,270 

リ ー ス 債 務 115,954 

負 債 合 計 8,063,931 

株 主 資 本 2,981,222 

資 本 金 334,000 

資 本 剰 余 金 300,080 

資 本 準 備 金 300,080 

利 益 剰 余 金 2,347,142 

利 益 準 備 金 28,818 

繰 越 利 益 剰 余 金 2,318,324 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 105,528 

その他有価証券評価差額金 105,528 

純 資 産 合 計 3,086,751 

資 産 合 計 11,150,682 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,150,682 
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損 益 計 算 書 
 

( 自 2022年７月21日 
至 2023年７月20日 ) 

（単位：千円) 
 

科          目 金           額 

売 上 高  16,141,286 

売 上 原 価  11,529,475 

売 上 総 利 益  4,611,811 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,050,236 

営 業 利 益  1,561,575 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 31,691  

受 取 配 当 金 93,455  

受 取 地 代 家 賃 8,539  

受 取 手 数 料 2,872  

保 険 配 当 金 2,185  

そ の 他 5,183 143,927 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 1,085  

不 動 産 賃 貸 費 用 2,715  

固 定 資 産 除 却 損 518  

そ の 他 769 5,088 

経 常 利 益  1,700,413 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 9,551  

減 損 損 失 6,044 15,596 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,684,817 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 534,161  

法 人 税 等 調 整 額 △29,703 504,457 

当 期 純 利 益  1,180,360 
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株主資本等変動計算書 
 

( 自 2022年７月21日 
至 2023年７月20日 ) 

（単位：千円) 
 

 

株   主   資   本 

資 本 金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 利益準備金 
繰越利益 
剰 余 金 

利益剰余金合計 

当 期 首 残 高 334,000 300,080 28,818 8,137,964 8,166,782 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当    △7,000,000 △7,000,000 

当 期 純 利 益    1,180,360 1,180,360 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

    ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― △5,819,639 △5,819,639 

当 期 末 残 高 334,000 300,080 28,818 2,318,324 2,347,142 

 
  （単位：千円) 

 

 

株主資本 
評価・換算 
差 額 等 

純資産合計 

株主資本合計 
そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

当 期 首 残 高 8,800,862 92,936 8,893,799 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当 △7,000,000  △7,000,000 

当 期 純 利 益 1,180,360  1,180,360 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

― 12,591 12,591 

当 期 変 動 額 合 計 △5,819,639 12,591 △5,807,047 

当 期 末 残 高 2,981,222 105,528 3,086,751 
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個 別 注 記 表 
 

【継続企業の前提に関する注記】 

 該当事項はありません。 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

⑴ その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算出しております） 

② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっております。 

⑵ 子会社株式 

 移動平均法による原価法によっております。 

⑶ たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

① 商品・原材料及び貯蔵品 移動平均法 

② 仕掛品 個別法 

２. 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く） 

① 建物（建物附属設備を除く） 

 定額法によっております。主な耐用年数は20年～42年です。 

② 上記以外の有形固定資産 

 定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額

法を採用しております。主な耐用年数は４年～27年です。なお、取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。 

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウェア 

① 市場販売目的のソフトウェア 

 見込有効期間（３年）における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく

均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上しております。 

② 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

⑶ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。 

３. 引当金の計上基準 

⑴ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

① 一般債権 

 貸倒実績率法によっております。 

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

 財務内容評価法によっております。 

⑵ 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上してお

ります。 
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⑶ 工事損失引当金 

 受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注案件のうち損失の発生が見込

まれ、かつ当該損失額を合理的に見積もることができるものについて、その損失見積額を計上してお

ります。なお、工事完成基準において、損失が見込まれる受注案件に係るたな卸資産と工事損失引当

金は、相殺せずに両建てで表示しております。 

⑷ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年

度において発生したと認められる額を計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の処理方法 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして

おります。 

４. 収益及び費用の計上基準 

 商品または製品の販売に係る収益は、主に仕入先から調達する商品、当社グループが開発した販売

用ソフトウェア、特注仕様のオフィス家具等の製品販売であり、顧客との契約に基づいて商品等を引

き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品等を引き渡す一時点において、顧客が当該

商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。なお、サプ

ライ品につきましては、代替的な取扱いを適用し、仕入先または当社からの出荷時点で収益を認識し

ております。ハードウェア保守、ヘルプデスク契約等に係る収益は、主に商品または製品の保守であ

り、顧客との契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っております。当該契約は一定の期間

にわたり履行義務を充足する取引であり、契約の期間に応じて収益を認識しております。ソフトウェ

ア開発、ネットワーク構築、工事に係る収益は、主にシステム、ネットワーク、オフィス環境の設

計、構築であり、顧客との契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っています。この製品の販売

については、作業の進捗によって履行義務が充足されていくことから、一定の期間にわたり充足され

る履行義務と判断し収益を認識しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いものについては、一定の期間にわたり収益を認識せ

ず、完全に履行義務が充足された時点で収益を認識しております。 当社が代理人として商品等の販

売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。 

 

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

 

【会計方針の変更に関する注記】 

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用

指針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針

を将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。 
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【会計上の見積りに関する注記】 

繰延税金資産の回収可能性 

⑴  当事業年度の計算書類に計上した金額 

   繰延税金資産 538,070千円 

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 当社では、繰延税金資産は将来の合理的な課税所得の見積額に基づき、回収可能性が認められ

る額を計上しております。 

 繰延税金資産の回収可能性における重要な仮定は、事業環境や市場環境等を考慮した事業計画

を基礎とする課税所得の見積りであります。 

 今後、前提とした環境等の変化により、課税所得の見積りが変化した場合、繰延税金資産の回

収可能性が異なる結果となり、税金費用が増加もしくは減少し、当社の財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 769,865千円 

２. 関係会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権 3,109,490千円 

短期金銭債務 868,090千円 

 

【損益計算書に関する注記】 

１. 関係会社との営業取引による取引高 

売上高 6,954,186千円 

営業費用 2,419,799千円 
 
２. 関係会社との営業取引以外の取引高 132,695千円 
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【税効果会計に関する注記】 

１. 繰延税金資産の発生の主な原因 

繰延税金資産  

賞与引当金 155,095千円 

未払事業税 24,618千円 

未払費用 32,902千円 

前払費用 8,360千円 

退職給付引当金 344,638千円 

貸倒引当金 177千円 

無形固定資産 8,789千円 

投資有価証券 6,516千円 

減損損失 2,612千円 

その他 6,504千円 

繰延税金資産小計 590,216千円 

 評価性引当額 △15,006千円 

繰延税金資産合計 575,210千円 

繰延税金負債  

 有価証券評価差額金 △37,140千円 

繰延税金負債合計 △37,140千円 

繰延税金資産純額 538,070千円 

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため、注記を省略しています。 
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【関連当事者との取引に関する注記】 

１. 親会社及び法人主要株主等 
 

種 
類 

会社等の 
名称 

所在地 
議決権等の 
所有（被所 
有)割合 

関連当事者との 
関係 取引の 

内容 
取引金額 科目 

期末 
残高 役員の 

兼任等 
事業上の 
関係 

親 
 
会 
 
社 

株式会社 
内田洋行 

東京都 
中央区 

被所有 
直接 
100.0％ 

兼任 
3名 

当社商品 
等の販売、 
商品の 

仕入並びに
資金の貸付 

ハードウェア保
守、ネットワーク
サービス、OAサプ
ライ及びソフトウ
ェアサポート 
（注）１ 

千円  千円 

6,912,250 
 

電子記録債権 
売掛金 
 
前受金 

2,374,510 
715,232 

 
1,399,136 

商品の仕入等 
（注）２ 

1,088,571 買掛金 596,728 

利息の受取 31,662 － － 

 
 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．当社商品等の販売については市場価格、総原価等を勘案して当社希望価格を提示し、協議に

より決定しております。 

２．当社商品の仕入等については、市場価格から算定した価格並びに取引会社から提示された価

格を検討のうえ決定しております。 

 

２．子会社及び関連会社等 
 

種 
類 

会社等の 
名称 

所在地 
議決権等の 
所有（被所 
有)割合 

関連当事者との 
関係 取引の 

内容 
取引金額 科目 

期末 
残高 役員の 

兼任等 
事業上の 
関係 

子 
 
会 
 
社 

株 式 会 社 
ユ ー ア
イ ・ 
テ ク ノ ・ 
サ ー ビ ス 

千葉県 
浦安市 

所有 
直接 

100.0％ 

兼任 
4名 

情 報 処 理
委託 

派遣社員の受入 
（注）１ 

千円  
未払金 

千円 

50,632 9,360 

システム保守の
委託（注）１ 

75,485 未払金 14,371 

事務所の賃貸 
（注）２ 

7,123 － － 

受取配当金 10,000 － － 

ア ー ク 
株式会社 

千葉県 
船橋市 

所有 
直接 

100.0％ 

兼任 
4名 

当社の 
保守委託 

商品の販売等 
（注）１ 

39,652 売掛金 2,980 

コンピュータの
保守、物流管理
業務の委託 
（注）１ 

1,149,602 
買掛金 
 
前渡金 

221,419 
 

171,542 

事務所の賃貸 
（注）２ 

360 － － 

受取配当金 80,000 － － 

システム利用料 2,493 未収入金 523 

 
 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１. 派遣社員の受入及び業務委託の取引については、一般の取引先と同様の取引を勘案して協議

により決定しております。 

２. 事務所の賃貸条件については、近隣の取引実勢を参考にして同等の価格によっております。 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

 該当事項はありません 
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